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コンクリート構造物の耐久性上の

問題点とその対策

ア ル カ リ骨 材 反 応(そ の2)

川 村 満 紀*

3.防 止 対 策 お よび 補 修

3.1ア ルカリ・シリ力反応によるコンクリー トの劣化

防止対策

2章 におけるアルカリ・シリカ反応のメカニズムの説

明から明らかなように,つ ぎの3つ の条件が整ったとき

にはじめてアルカリ・シリカ反応によってコンクリー ト

が損傷を受ける確率が高 くなる。(a)骨 材中にある限度

量以上の反応成分が存在する。(b)コ ンクリー トの細孔

溶液のOH"イ オ ン濃度がある限度値以上になる。(c)

コンクリー ト内部の湿度がある限度値以上である。 した

がって,こ れらの3つ の条件のうち少なくとも1つ が成

立 しな くなるような方策を講ずることによって,コ ンク

リー トがアルカリ・シリカ反応によって損傷を受ける確

率を最小にすることが可能となる。例えば,建 設省に

よって指示されているアルカ リ骨材反応の抑制対策は以

下のようである1)。

アルカ リ骨材反応 の抑 制対策は,下 記(1)～(4)の いずれか

とし,必 要 に応 じ(5)の 対策を組み合わせる。

(1)ア ルカ リ骨材反応 に関 して無害 と判定される骨材 を

コンク リー トに使用す る。

(2)低 アルカ リ形の ボル トラン ドセ メン トを コンク リー

トに使用す る。

(3)通 常 のボル トラン ドセ メン トを使用する場合,コ ン

ク リー トに含まれ るアルカ リ量 の総量 を3.Okg/m3

以 下とす る。

(4)ア ルカ リ骨材反応の抑制効果のあ る高炉セメ ン トま

たはフライア ッシュセ メン トを コンクリー トに使用す

る。

(5)屋 外に面す る部材,土 また は水 に接する部材および

海水または潮風 の影 響を受 ける部材 には,防 水性 の仕

上げを施す。

ここで指示されている5つ の対策において,(1)は 条

件(a),(2),(3),(4)は 条件(b),(5)は 条件(b)ま

た は(c)が 成 立 しないように している。 しか し,条 件

(a)に おいては,反 応成分の限度量は,そ の反応性の度

合や反応成分が骨材中において存在する状態によって異

な り,ま た(b)に おいては,シ リカと反応 しなくなる

OH一 イオ ン濃度の限度値は反応性シリカ鉱物の種類,

含有量,岩 石組織 と密接な関連性をもつものであり,条

件(a)お よび(b)に お ける限度値は一義的に決められる

ようなものではない。このことが,ア ルカリ・シリカ反

応によるコンクリー トの劣化防止対策の確立を困難にし

ている。以下においては,提 案されている各防止対策の

背景と問題点について述べる。

3.2骨 材のアルカリ反応性判定法

(1)モ ルタルバー法および化学法の問題点

骨材のアルカ リ反応性を判定するために最も一般的に

用いられてきたモルタルバー法においては,モ ルタルの

膨張に影響を及ぼすおもな要因として,反 応性骨材量,

セ メントのアルカ リ量,骨 材の粒度,温 度,湿 度,供 試

体寸法,水/セ メント比があげられる。これ らの要因の

組合せによって,モ ルタルの膨張量がかなり大きく変化

する。どのような骨材に対 しても適切な判定結果を得る

ことができるような条件を設定することはできないの

で,あ る特定地域の骨材に適用できるようにASTMの

モルタルバー法を修正 している。わが国のJISの モル

タルバー法もその例外ではない。モルタルバーの膨張に

影響を及ぼす要因のうち,使 用するセメントのアルカリ

量の設定も重要であるが,と くに,現 在の試験条件のも

とでは,図 司 に示すように,供 試体内部より比較的多

量のOH一 イオンが時間とともに漏出することに注意す

る必要がある。

化学法は,非 常に短時間に結果が得 られるので一般に

しばしば用いられる。しかし,わ が国では,実 際にアル
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カリ・シリカ反応による劣化を引き起こすことなく使用

されてきた骨材の中に,化 学法によって不合格と判定さ

れるものもまれではない。

(2)コ ンクリー ト法

コンクリー ト法による骨材のアルカリ反応性の判定に

おいては,実 際のコンクリー ト中の骨材 と同様な粒度分

布をもつ骨材が使用され,ま たセメントの骨材に対する

比率 も実際のコンクリー トのそれと同様にす る。 した

がってコンクリート法は,最 も信頼度の高い判定試験で

ある。カナダのコンクリー ト法2)は,モ ルタルバー法で

はあまり大きな膨張を示さない反応性骨材のアルカリ反

応性を判定するために開発されたものである。わが国の

コンクリー ト法(JCIAAR-3)は,骨 材のアルカリ反

応性を判定するためのものではなく,そ の骨材をコンク

リー ト用として用いたときに異常な膨張が生ずるか否か

を判定するための試験法として位置づけられている3)。

コンクリー ト法が開発された経緯,目 的および対象とな

る骨材の反応性が国によって異なるので,判 定基準およ

び膨張試験用コンクリートのアルカ リ量等の詳細 も規格

によって異なる。各国のコンクリー ト法を比較すると表

一1の ようである
。

コンクリー トの膨張量に影響を及ぼす要因として,

(工)温度および湿度,(2)ア ルカ リ量,(3ノ供試体寸法,(乙)セ

メン トの粉末度,(5)骨 材の粒度,が あげられるが,と く

に供試体の保存状態の膨張に及ぼす影響は大きい。表

一1に 示すように
,南 アフリカ法およびBS法 では明確

な判定基準が与えられていないのは,室 内試験における

膨張量と自然条件下のコンクリー トのそれとの間の相関

性に関するデータがまだ得られていないためである。

(3)急 速判定試験法の開発

モルタルやコンクリー トの膨張挙動より,そ の骨材の

アルカ リ反応性の判定結果を得るためには長期間にわ

たって試験を実施する必要がある。膨張試験に要する時

間を短縮するために,多 くの促進試験法が開発されてき

た。

最も古い促進試験法としては,デ ンマーク法があげら

れる4)。 この方法は,50℃ の飽和NaCl溶 液中でモルタ

ルの膨張を促進するものである。他の方法にくらべて,

この方法がそれほど使用されていないのは,飽 和NaCl

溶液 中で反応性骨材含有モルタルの膨張が促進されるメ

カニズムが明確でないためと思われる。その後,南 アフ

リカ法(NBRI法)が 提案されている5)。 南アフリカ法

では,80℃ の1NNaOH溶 液 中でアルカ リ・シリカ反

応が促進される。デンマーク法および南アフリカ法は,

それぞれ6週 および12日 間で判定結果が得 られる。さ

らに早期に判定結果を得る方法 として,オ ー トクレープ

法が提案されている。Tang法6),西 林法7),田 村法8),

吉 岡法9)が よ く知られている。

これらの急速判定試験法においては,得 られる結果と

従来から用いられているモルタルバー法やコンクリー ト

法における膨張量との相関性を検討することが重要であ

る。さらに,こ れらの促進試験法において設定されてい

る条件は実際のコンクリー トが置かれている環境条件と

かなり異なるので,判 定基準の設定においては,両 者間

の膨張量の相関性を明らかにする必要がある。前者につ

いては,検 討がすすめ られている試験法 もあるが10),

後者 における相関性を検討 した例はない。

3.3単 位 アルカリ量の制限

コンクリート中のアルカ リの供給源として,セ メント

以外に海砂や混和材(剤)も 考慮に入れなければな らな

図一1　標準 モルタルの細孔溶液中のOH一 イオ ン濃度の変化

表 一1　各国のコ ンク リー ト法の比較
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い。また,低 アルカリセメントを使用することは経済的

に得策ではない。このような事情から,コ ンクリー ト中

のアルカ リの総量を規制することによってコンクリー ト

の劣化の発生を抑制しようとする考え方が提案されてき

た。わが国においても種々の反応性骨材を使用 して作製

されたコンクリー トが異常な膨張を示さな くなる単位ア

ルカリ量の限度値を求める実験が実施された1)。 図一2

は,そ の実験結果の一一部分を示す ものである。この実験

結果よ り,全 体 として,コ ンク リー ト中のアルカリ量

が3kg/m3以 下 では,膨 張が発生 しないことが明ら

かになった。しかし,こ の図か ら明らかなように,単 位

アルカリ量の限度値は,反 応性骨材の種類および含有量

によって異なる。さらに,室 内試験によって得 られた結

果は野外における暴露試験の結果 とは異なることに注意

する必要がある。図一3は,38℃ における室内試験の結

果と自然条件下におけるコンクリー トの膨張量を比較 し

たものである11)。この図に示されるように,38℃ におい

て,0.2%以 上の異常な膨張を示すコンクリー トのみが

自然条件下でも異常に大きく膨張する。最近,こ の実験

結果にもとついて,英 国では,単 位アルカリ量の限度値

を3.Okg/m3か ら4.Okg/m3に 緩和すべきか否かが議

論されている吻。

図一4は,ア ルカリ量の異なるセメントを使用 して製

造されたコンクリー トより得られた細孔溶液のOH一 イ

オン濃度 と単位アルカリ量 との関係を示 したものであ

る13)。等価Na20量0.67%以 上のセメン トを使用 し

たコンクリー トにおいては,単 位アルカ リ量の減少 とと

もにOH一 イオン濃度は低下する。しか し,あ る単位ア

ルカ リ量に対するOH一 イオン濃度は,セ メントのアル

カ リ量が少ないほど低 くなることにも注目すべきであ

る。

3.4鉱 物混和材のアルカリ・シリ力反応抑制効果

(1)高 炉 スラグおよびフライアッシュ

種々のポゾランや高炉スラグ粉末は,ア ルカリ・シリ

カ反応の防止材として有効であることが確認されてきた

が,必 ずしもすべてのポゾランがアルカ リ・シリカ反応

によるコンクリー トの膨張を抑制する効果をもつもので

はない。

鉱物混和材のアルカリ・シリカ反応抑制効果の判定法

としては,ASTMの 標準試験法(ASTMC441)が あ

る。また,フ ライアッシュの平均粒径 と非晶質Sio2量

を測定することによって,そ のアルカリ・シリカ反応抑

制効果を判定する方法が提案されている1の。

ASTM法 および実際の反応性骨材を用いたモルタル

の膨張試験によって,わ が国で生産される高炉スラグ

は,ア ルカ リ・シリカ反応による有害な膨張を抑制する

効果があることが認められている1)'15)。ただ し,B種

(スラグ置換率50%以 上)ま たはC種 高炉スラグセメ

ン トを使用する必要がある1)。

図 一2　単位アルカ リ量 とコ ンク リー トの膨張率 との関係D

図一3　室 内と野外 にお ける膨張量の比較26)

図一4　 コンク リー トの総 アルカ リ量 と細孔溶液 中のOH一 イ

オ ン濃度13)
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フライアッシュ中にもアルカ リが存在するので,そ

の影響 も考慮に入れながらフライアッシ ュをアルカ リ

・シリカ反応抑制材として使用することが重要である

が,わ が国において産出するフライアッシュ中のアルカ

リ量の変動範囲はかなり大きいことに注意する必要があ

る16)'1)。セ メントのアルカ リ量が0.8%以 下 であれ

ば,置 換率15%以 上 において,ほ とんどの国内産のフ

ライアッシュは,十 分な抑制効果を有する1)。置換率10

%で も十分な抑制効果を発揮するフライア ッシュもあ

るがD,そ の場合,使 用する骨材,セ メント,フ ライ

アッシュの組合せにおいて,そ のフライアッシュの有効

性を試験によって確認して使用すべきであろう。

(2)シ リカフユーム

コンクリー トにシリカフユームを添加すると,細 孔溶

液中のNa+イ オ ン濃度が大きく低下するので,シ リカ

フユームのアルカリ・シリカ反応の抑制効果は大きいと

期待される1の。実際,図 一5に 示すように,5%程 度 の

シリカフユームの添加によって,わ が国の反応性安山岩

骨材を用いたモルタルの膨張量が劇的に減少す る18)。

しかし,膨 張を抑制するために必要なシリカフユームの

量は,反 応性骨材の種類によって大きく変動する。南ア

フリカの反応性骨材を含有するモルタルの膨張を抑制す

るためには,置 換率10%に 相 当するシリカフユームの

添加が必要であり19),アイ スラン ドでは,置 換率5～7.5

%の シリカフユームの使用によってアルカリ骨材反応の

問題がほとんど解決されたとされている20)。カナダで

も,実 際の反応性の高い骨材を使用 したコンクリー ト構

造物においてシリカフユームの効果が確認されている

が,必 要なシリカフユームの量は10～40%と かなり広

範囲である21)。

3.5ア ルカ リ・シリカ反応がコンク リー ト構造に及

ぼす影響

反応性骨材粒子の膨張によって骨材粒子自身およびセ

(a)単 鉄 筋(p=1.66%)

(b)複 鉄筋

(
p=1.66%

P=0.93% )

(c)複 鉄筋(
p=1.66%

p'ニ1.66% )

メントペース ト中に微視的ひびわれが発生する。このよ

うな微視的ひびわれは劣化コンクリート全体にわたって

存在する。しかし,コ ンクリー ト体全体としては,ア ル

カリ・シリカ反応による膨張は一様ではない。コンク

リー ト体の表層部においては,湿 度が低下し,ま たアル

カリも漏出する22)。 したがって,表 層部では,ア ルカ

リ・シリカ反応による膨張が減少または停止するので,

内部と表層部の膨張差に起因する引張応力によって巨視

的なひびわれが発生する。コンクリー トが鉄筋やプレス

トレスによって拘束されているときは,膨 張量は大きく

減少するが,そ の結果,コ ンクリー ト中には主鉄筋方向

に圧縮応力,そ して鉄筋には引張応力が作用する。この

ようにコンクリー ト中に"導 入"さ れたプレス トレスの

ために,主 鉄筋と直角方向のひびわれは進行 しにくい。

図一623)は,ア ルカリ・シリカ反応によって膨張した鉄

筋コンクリー トばりにおけるひびわれパターンを示す。

鉄筋の配置および鉄筋量の相違によってひびわれパター

ンが異なる状況がよく現れている。

実際にアルカリ・シリカ反応によって劣化した鉄筋コ

ンクリー トにおける巨視的ひびわれの深さは,報 告書に

よってかなり異なる。ほとんどのひびわれの深 さは50

mm以 下であり,部 材厚さの約1/10で あ るという報告

がある一方,ひ びわれ深さは,構 造物の大きさに関係な

く,300mmま で達するともいわれている2D。 このよ

うに,ひ びわれ深さは構造物によって大きく異なるよう

であるが,図 一72のに示される調査結果より,大 抵の劣

化構造物におけるひびわれの深さは150mm以 下 と考

えてよいようである。鉄筋は表面からの幅の大きいひび

われの進展を阻止 し,鉄 筋位置を境にしてひびわれは内

図一5　安 山岩モル タル の膨 張のシ リカフ ユームAに よ る抑

制18)

図 一6　アルカ リ ・シ リカ反 応に よって膨 張 した鉄筋 コ ンク

リー トば りにおけるひびわれパ ターン23)
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部に向かってより細いものへと分岐し,つ いには微視的

ひびわれへとつながっていくようである20。 アルカ リ

・シリカ反応によって劣化 したコンクリー ト中には種々

の大きさのひびわれが発生 しているので,図 一8に 示す

ように,全 体 として,構 造物の劣化部分より採取したコ

アの圧縮強度や弾性係数は健全な部分のそれよりもかな

り低い。一般的にいえば,5000×10-6程 度膨張 したコ

ンクリー トでは,そ の圧縮強度,引 張強度および弾性係

数は,そ れぞれ,約25%,60%お よび35%低 下する
27)
o

このように,ア ルカ リ・シリカ反応によってコンク

リー ト自体の強度や弾性係数はかなり低下するが,損 傷

を受けた鉄筋コンクリー トはり部材の耐荷特性について

は,次 のような結論が得 られている。

1)静 的荷重下における損傷を受けた鉄筋コンクリー

ト構造物の耐荷力は,健 全なもののそれと同様であ

ることが現場および室内における載荷試験によって

確かめられている28)・29)。

2)膨 張ひびわれは,は りの繰返 し荷重下における疲

労寿命に影響を及ぼさないことが室内実験によって

確かめられたが,繰 返し荷重載荷中にたわみが急に

大きくなる例も見られた26)。

3)膨 張ひびわれのコンクリー トと鉄筋の付着に及ぼ

す影響は大きくない26)。しか し,か ぶりが小 さい

ときは,ア ルカリ・シリカ反応の発生によって付着

強度が50%程 度 にまで減少 したという報告もあ

る2の。

3.6診 断

ある構造物に劣化の兆候が見られるとき,そ れがアル

カリ・シリカ反応によって生 じたものか否かを確かめる

調査は,(工)現場調査,(2)コ アの採取,(登♪室内調査,(乙)調

査で得 られた結果の評価と将来における膨張の予測,の

順序で行 う。

(1)現 場調査

まず,構 造物への水分の供給状態,海 水や融氷剤の影

響の有無,凍 害の可能性等の環境条件の調査を実施す

る。構造物の外観観察においては,ひ びわれパターン,

ひびわれ幅,表 面の変色状況,ゲ ルの浸出,ポ ップアウ

ト,構 造部材間の段差の発生に注目する。拘束されてい

ない構造物におけるアルカリ・シリカ反応によるひびわ

れパターンは,写 真一1に 示すように網目状である。前

述のように,ひ びわれパターンはコンクリー トの拘束条

件によって多様に変化する。写真一2は,鉄 筋の拘束に

よって生じた方向性の強いひびわれを示す。表面の変色

(写真一3),ゲ ルの浸出(写 真一4),部 材 間に生 じた段差

(写真一5)も アルカリ・シリカ反応が劣化の原因である

ことを示唆する兆候である。

(2)室 内試験

採取したコアの表面のひびわれ,ゲ ル状物質,し みの

状態を記録する。つぎに,コ ンクリー トの薄片を作成

し,コ ンクリー トの内部組織の詳細を観察することが望

ましい。蛍光染料含有樹脂を含浸させたコンクリー トの

薄片を透過型蛍光顕微鏡で観察することによって,微 視

図一7　鉄筋 コンク リー ト中のひびわれ幅と深 さ2e

図一8　某地域 にお ける27か 所の劣化 コンクリー ト橋脚 より

採取 したコンク リー トコアの圧縮 強度 と弾性係数

写真 一1　網 目状 ひびわれ
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的ひびわれの発生状態,ゲ ルの存在,骨 材粒子内部にお

ける反応の進行状況が非常に明確になる30)。写真一6に

骨材粒子の一部分がゲル化した状態を示す薄片の顕微鏡

写真の一例を示す。

コンクリー ト中のアルカリ量,セ メント量および塩化

物量を求める。また,採 取できるコアの本数に応じて,

圧縮強度,引 張強度,弾 性係数,超 音波伝播速度を測定

する。

コア中にアルカ リ・シリカゲル状のものが存在すれ

ば,化 学分析,EPMA,SEM,XRDに よってそれらの

化学組成を明らかにし,ま た結晶性物質を同定する。以

上の調査の結果,あ る構造物の劣化の原因がアルカリ・

シリカ反応であると判断されると,つ ぎに,将 来その構

造物の膨張や劣化が進行するか否かを明らかにすること

によって,経 済的で信頼度の高い補修が可能になる。し

か し,ア ルカリ・シリカ反応によって劣化 したコンク

リー トの従来における膨張挙動を正確に予測できる方法

はない。

劣化構造物より得られたコアの膨張量より構造物の残

留膨張量を予測する方法 としては,JCI31)やBCA3Dに

よって提案されている方法(40±2。C,相 対 湿度95%以

上の湿気槽における促進試験)と 最近Strung&Chat-

terji33)によ って提案されている方法(デ ンマーク法)

写真一2　方 向性 のひびわれ

写真一3　コ ンク リー ト表面が変色 した例

写真一4　 コンク リー ト表面 に見 られ るゲルの滲出

写真一5　部材間の変位 の差 により生 じた段差

写真 一6　安 山岩骨材粒子の一一部分の アルカ リ・シリカ反応に

よるゲル化(普 通光下 にお ける薄片の顕微鏡写真)
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(50℃ の飽和NaC1溶 液 中における促進試験)が ある。

前者においては,促 進膨張試験中にコア供試体から比較

的多量のアルカ リが漏出すること(図 一1参照),お よび

高温条件下では反応は促進されるが細孔溶液中のOH一

イオ ン濃度が低下すること35)に注意する必要がある。

デ ンマーク法においては,飽 和NaCl溶 液 中における

コンクリー トの膨張のメカニズムが不明であるために,

得 られる結果に対する解釈がむずか しいという問題点が

ある。また,こ れらの促進膨張試験によって得られる膨

張量 と実在するコンクリー ト構造物の膨張挙動との関係

についての情報がほとんど得られていないので,将 来に

おける膨張を予測する明確な基準が与えられていない。

しかし,BCA法 ではコアが0.052%以 上の膨張量を示

すコンクリー ト構造物は将来においても膨張が継続する

と述べられている。また,デ ンマーク法では,NaCl溶

液 浸漬後3か 月におけるコアの膨張量が0.1%以 下 で

は将来における構造物の膨張の可能性は低 く,0.4%以

上 ではその可能性は高いが,0.1～0.4%の 膨 張量を示

す コアに対 しては明確な予測は不可能と している。

BCA法 とデンマーク法を実在のアルカリ・シリカ反応

による劣化構造物の残留膨張量の予測に適用 した結果が

表一2お よび表一3に 示されている3の。これ らの表よ

り,両 者による判定結果は比較的よく一致 していること

がわかる。

3.7補 修

前節において述べた反応過程の特徴,ア ルカリ・シリ

カ反応のコンクリー ト構造に及ぼす影響を考慮に入れな

がら,劣 化 したコンクリー ト構造物の補修を実施するこ

とが重要である。補修工法としては,(!)ひ びわれ注入工

法,(2♪表面処理工法,(3)充 填工法,が 考えられる。アル

カリ・シリカ反応によって劣化したコンクリー トの補修

の基本は,外 部より構造物中に水が供給されなくなるよ

うにすることである。しかし,ア ルカ リ・シリカ反応に

よるコンクリー トのひびわれや変形は,開 始期,進 展

期,停 止という経過をたどるので,対 象となる構造中で

発生 している反応がいずれの段階にあるかを診断するこ

とが,補 修材料の選択,補 修工法の選定において重要で

ある。構造物のアルカ リ・シリカ反応過程が,開 始期ま

たは進展期にあると考えられるときは,超 柔軟性の材料

を使用 して表面処理工法を実施すべきであるが,反 応が

停止 していると判断されるときは,一 般のひびわれに対

する補修材料と同様なものを用いてよい。しか し,前 述

のように,劣 化コンクリー トの残留膨張量を正確に予測

する基準が確立されていないので,一 般的には,遮 水

性,透 湿性およびひびわれ追従性においてす ぐれた材料

を用いて補修することが肝要である36)。
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